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はじめに 

 3月 11日 14時 46分頃に三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0の巨大地震が発生しました。このたび

の巨大地震により被災された皆さまに対し、心よりお見舞申し上げるとともに、被災地が一日も早く復興

することをお祈り申し上げます。 

 この地震による被害は、揺れによる建物被害に留まらず、大規模な津波被害と原子力発電所からの放射

能漏洩と続き、規模、範囲ともこれまでの想定を大きく超え、未曾有の事態となっています。特に原子力

発電所の被害とその影響は、予断を許さない状況です。 

 本レポートは、2011 年 3 月 17 日午前中までに公表された情報を取りまとめたものです。今後発表され

る情報に基づき、順次続報を発信していく予定です。 

1. 地震の概要  

○発生日時 2011年 3月 11日 14時 46分 

○マグニチュード Ｍ9.0（暫定値） 

○震源 三陸沖（牡鹿半島の東南東、約 130km付近）、深

陸沖から房総沖までの太平洋沿岸を含む日本海溝沿い

震だった」との見解を示しました。 

さ約 24km （暫定値） 
i

 

 

 

 

三

の地域では、過去に大地震が数多く発生していることが

知られており、地震調査研究推進本部では、左図に示す

三陸沖から房総沖までの領域を対象とし、長期的な観点

で地震発生の可能性、震源域の形態等について評価して

いました。しかしながら、政府の地震調査委員会は 3 月
11 日夜、臨時の会合を開き、個別に活動することを想定
していた四つの震源域が連動して発生した「想定外の地
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○

日本各地の震度の大きさを地図上に示しています。 

この地震は、世界の観測史上４番目に大きい M9.0を記録し、震源域が南北約 500km、東西約 200kmと

広大であったため、震度 6 以上の範囲が東北から北関東にかけて広範に分布しています。東日本ではこ

れまで想定していなかった広い範囲で同時に被害を受けました。 

震度ii

 

 

ⅱ
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○津波の発生状況 iii

ます。 

生から 30分足らずで 3m以上の津波

が来襲しました。 

日本各地を襲った津波の最大高さを地図上に示してい

福島県相馬では、7.3m以上の津波を観測しました。下記の観測点以外でも、局所的に 10m以上の津波が

発生したとの報告もあります。 

岩手県（釜石、宮古、大船渡）と宮城県の石巻市鮎川では、地震発

 

 

ⅲ
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○余震の発生状況 

余震の震央を地図上に示しています。丸の大きさは、マグニチュードの大きさを示しています。 

本震の規模がM9.0と非常に大きいため、余震の回数が非常に多く、M7クラスの規模の大きい余震も発

生しています。 

 ⅲ 

 

 

気象庁の発表によると、現在までの余震発生状況から推定した余震発生確率は以下の通りです。 

 最大震度 5強以上 備考 

3月 16日 12時から 3日間以内 40% 

3月 19日 12時から 3日間以内 20% 

余震発生確率は、地震活動の活発さの目安であり、こ

れは現在までの余震発生状況から推定したもので、今

後の活動の変化によって変わる可能性があります。 

※地盤の悪いところでは、これよりも震度が大きくなることがあります。 

※仮に余震が内陸や沿岸部で発生した場合、これよりも震度が大きくなることがあります。 

2. 被害状況 

2.1. 人的被害 

 1995年の阪神・淡路大震災では建物倒壊による死者が大半を占めましたが、現時点で判明している死者

と行方不明者の多くは津波被害の激しかった沿岸部に集中していることが特徴です。これは、発生時刻が

昼間であったこと、木造住宅や中低層の建築物に大きな被害を与える周期 1～2秒の地震波があまり強くな

かったことが関係しているといわれています。 

 現在、約 40万人の避難者が避難所生活を余儀なくされていますが、道路網の寸断や輸送車両の燃料 足

により、食料、水、毛布などの物資供給が滞っています。 

不
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○警察庁による、3月 17日 10時現在の人的被害の状況 iv

 

2.2. ライフライン 

2.2.1. 電気 

 地震発 電状況は下記のと

おりです

＜東北電力サービスエリア＞ v         ＜東京電力サービスエリア＞ vi

都道府県 停電エリア 都道府県 停電エリア 

生とともに、広域で停電が発生しました。地震発生当日（11日）20時時点の停

。 

青森 全域で停電（約 90万戸） 東京 一部地域で停電（約 10万戸） 

岩手 全域で停電（約 77万戸） 神奈川 一部地域で停電（約 128万戸） 

秋田 全域で停電（約 66万戸） 栃木 一部地域で停電（約 57万戸） 

宮城 ほぼ全域で停電（約 137万戸） 千葉 一部地域で停電（約 35万戸） 

山形 ほぼ全域で停電（約 51万戸） 埼玉 一部地域で停電（約 34万戸） 

福島 一部地域で停電（約 27万戸） 群馬 一部地域で停電（約 23万戸） 

新潟 停電なし 茨城 一部地域で停電（約 82万戸） 

（合計） 約 450万戸で停電 山梨 一部地域で停電（約 15万戸） 

静岡 一部地域で停電（約 11万戸）  

（合計） 約 394万戸で停電 
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 被害が大きかった東北電力サービスエリア内では、翌日以降から被害エリア以外の電力会社から復旧要

員 電状況は次のように推移しました。 

12日：215万戸 ⇒ 13日：127万戸 ⇒ 14日：83万戸 ⇒  

 ⇒ 15日： 61万戸 ⇒ 16日： 48万戸 ⇒ 17日：43万戸 

※計画停電を除く 

や電源車の応援を受け、復旧活動を開始し、エリア内の停

 広い範囲で発電所や送電線が被害を受けたため、電気の復旧に時間を要しています。そのため、他のラ

イフラインの復旧も停電の影響を受けて長期化する恐れがあります。 

 

2.2.2. 通信 

 地震発生直後から東北地方と関東地方の一部で通信規制が実施され、固定電話や携帯電話は終日かかり

にくい状態が続きました。基地局でのバッテリー消耗や非常用電源用燃料の枯渇などの影響で電源供給が

たたれて使用できなくなった地域もあります。 

 通信規制による輻輳の影響は、地域ごとの通信量の負荷に伴ない徐々に解消されていますが、地震発生

から６日経過した現在でも、被害の大きかった宮城県や岩手県を中心に下記のとおり利用できない状況が

続いています。 

 

○総務省による、3月 16日 20時現在の通信関係の被害状況等より vii

NTT東日本：加入電話約 57万回線、ISDN約 6万回線、フレッツ光約 15万回線が利用不可 

携帯電話（主要 5社合計）：基地局約 6500局が停波中 

 

2.2.3. 都市ガス 

○(社)日本ガス協会による、3月 16日 20時現在の供給停止状況 viii

給停止 
戸数 
① 

本日復旧 
戸数 

累積復旧

戸数 
② 

残りの供給

停止戸数 
①－② 

累積 
復旧率 供給停止地域  

供

青森県 1,236 68 1,236 0 100% 八戸市の一部 

岩手県 7,000 0 0 7,000 0% 供給区域すべてにおいて供給停止 

宮城県 388,734 0 0 388,734 0% 供給区域すべてにおいて供給停止 

18,717 55 4,050 14,667 22% 給エリア全域、白河

市、福島市蓬莱町、いわき市の一部 
常磐共同ガスの供

福島県 

茨城県 9,963 27,636 市、水戸市、

 
37,599 5,773 26%

牛久町、竜ヶ崎市若柴の一部

日立地区供給エリア、土浦

埼玉県 150 1150 0 0 00% 春日部市の一部 

千葉県 2  6,149 144 74 5,407 12% 浦安市と九十九里町の一部

神奈川県 420 0 0 100% 秦野市、横浜市西区平沼町の一部 420
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2.

○厚生労働省による、3月 16日 17時 30分現在の断水状況 

 断水地域 

2.4. 水道 

ix

断水戸数 

青森県 約 90戸 十和田市 

岩手県 約 11万戸 大半の地域で断水中 

宮城県 約 45万戸 大半の地域で断水中 

福島県 約 32万戸 大半の地域で断水中 

秋田県 約 1,400戸 由利本荘市、横手市、湯沢市、東鳴瀬村、井川町 

山形県 約 120戸 東根市、西川町、最上町 

茨城県 約 67万戸 大半の地域で断水中 

栃木県 約 1万戸 矢板市、さくら市、那須町、那珂川町、市貝町、芳賀町、益子町、那須烏山市

千葉県 約 23万戸 市広域水道企業団（東金市、山武市他 3町）、香取市、神崎町、八匝水道企業団
（匝瑳市、横芝光町）、いすみ市 

千葉県企業局（千葉市他 12市村）、我孫子市、成田市、銚子市、旭市、山武郡

新潟県 約 2,500戸 上越市、柏崎市、十日町市、津南町 

長野県 約 800戸 栄村 

岐阜県 54戸 関市 

 

○宮城県による、3月 15日 19時現在の工業用水道事業関係の状況 

被害件数 

x

区分 
 うち復旧済件数

配水開始※箇所名 復旧見込日 備考 

仙台北部工業用水道事業関係 4件 － － － 応急復旧作業着手中 

仙塩工業用水道事業関係 10件 － － － 応急復旧作業着手中 

仙台圏工業用水道事業関係 6件 － － 応急復旧作業着手中  －

※「配水開始」とは，県工業用水道の配水池から，ユーザー企業の受水タンクに配水したということです。 

 

2.2.5. 陸

 太平 の主 は、津波による甚大な被害 力発電 り

復旧の 立っ せん。被災地へ 羽山脈 して

ています。 

 

○国土 による 16日 1 在の交通機関の被害状況

【高速 21路線が通行止め

通行止めの路線  

上交通 

洋沿岸 要路線 や、原子 所の被害にともなう避難指示等によ

目処が ていま は、奥 を横断 日本海側から入るルートが多く利用され

交通省 、3月 3時現  xi

道路】 。 

主な被害状況

一部通行止め 
●東北道（浦和～碇ヶ関）、●八戸道（安代Ｊ～南郷）、●釜石道（東和～花巻Ｊ）、●秋

田道（北上Ｊ～北上西）、●山形道（笹谷～村田Ｊ）、●磐越道（津川～いわきＪ）、●常

磐道（水戸～常磐富岡）、●北関東道（佐野田沼～岩舟Ｊ、栃木都賀Ｊ～都賀、茨城町東

～ひたちなか）、●圏央道（つくば中央～つくば牛久）、●東京外環道（外環三郷西～三

段差、 
路面陥没・損傷、 
ジョイント損傷、 
照明柱傾き など 
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郷南）、●東関東道（茨城空港北～茨城町Ｊ）、●首都高（中央環状線、6号三郷線、湾岸
線、5号大黒線） 
通行止め全線  
●三陸道、●仙台北部道路、●仙台東部道路、●仙台南部道路、●仙台松島道路、●福

道路 島空港道路、●日立有料道路、●常陸那珂有料道路、●流山有料

※東日本高速道路 復旧の見通しはまだ立っていません。

 

【国道 間で通行止

通行止め 主な被害状況 

によると  

】36区 め。 

の路線（一部通行止め含む） 

Ｒ 45、Ｒ6、Ｒ 段差、津波、橋りょう流出（落橋）など 283、Ｒ 4、Ｒ51、Ｒ50、Ｒ398、Ｒ354 

※地 当初は、緊 ありました。 

 

【鉄道 業者 44路

主な被害 況は、駅施設

位、架線 断などで、

ていません。 

 

2.2.6. 原子力発電所 

東京電力(株)福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所、東北電力(株)女川原子力発電所および日本

原 うち、福島第一原子力発電所およ

び福島第二原子力発電所は、原子力緊 が発令され、避難指示（福島第一原子力発電所から半径

20km圏内の住民に避難指示、20 以上 に屋内退避、福島第二原子力発電所から半径 10km

圏内 現在） も出されて す。 

 福 冷却機 旧し冷温停止中ですが、福島第一原子力発電

不能 ３号機 屋での水素爆発、２号機のサプレッションプ

建 に伴

い使用済燃料が露出・破損し、放射性物質が拡散する危険性があり、予断を許さない状況となっています。 

における事故・トラブル等の影響度合い（重大性）は、国際原子力事象尺度（INES）を用い

てレベル０～７までの８段階で評価されています。過去の事象では、旧ソ連のチェルノブイリ発電所事故

(1986)はレベル７、米国のスリーマイルアイランド発電所事故(1979)はレベル５、茨城県東海村のＪＣＯ臨

界事故(1999)はレベル４でした。今回の福島第一原子力発電所事故については事態が進展中で被害状況が確

定していませんが、フランス原子力安全機関はレベル６相当と指摘しています。 

震発生 急車両もまだ少なく、交通規制が実施されていない所も

】13事 線で運転休止中。 

状 損壊、橋りょう流出（落橋）、線路等流出、線路内土砂流入、線路浸水、軌道変

切 東北・山形・秋田各新幹線と、東北方面のＪＲ在来線は運転再開の見通しが立っ

 

子力発電(株)東海第二発電所は、地震により自動で停止しました。この

急事態宣言

km 30km圏内の住民

の住民に避難指示（3/17AM ） いま

島第二原子力発電所は 能を復 所では冷却装置注水

等に伴い、１号機および の建 ールの損傷、４号機

屋の火災等、被害が拡大し続けています。特に、遮蔽されていない使用済燃料プールでは水位低下

 原子力施設
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○地 /17AMまでの東京電力福島第一原子力発電所の被害状況 

・炉心冷却装置注水不能
3/12 20:20
・海水及びホウ酸注入

露出

・格納容器圧力異常上昇
3/12 15:36
・水素爆発

２号機

3/14 18:22
・燃料全体が露出

:50
器圧力異常上昇
0
発生。サプレッショ

３号機 3/13 5:10 3/16 8:37及び10:00
・白煙発生。プールからの蒸
発量が多いものと推定。

3/14 11:01
・水素爆発

・使用済燃料貯蔵プール水温
度が84℃に上昇

・火災発生
3･16 5:45
・火災発生

号機
機

・使用済燃料貯蔵プール水温
度が上昇

い）

→地震により自動停止

震発生から 3

炉心水位低下 格納容器損傷 使用済

被害状況

地震前の運転状況 燃料プール水位低下 爆発･火災

(海水注入) (放射性物質漏出) (放射性物質漏出) (建屋崩壊)

１号機 3/11 16:36 3/12  0:49運転中

・燃料棒の

3/11 16:36
・炉心冷却装置注水不能

3/14 22
・格納容

3/14 16:54
・海水注入

3/15 6:1
・爆発音

3/14 17:17
・原子炉水位が燃料頂部に到達

ンプール損傷

・炉心冷却装置注水不能
3/13 13:12
・海水及びホウ酸注入

・燃料棒の露出

４号機 3/14 4:08 3/15 9:38定期検査で停止中 （炉心には核燃料が入っていな

５
６号

 

* 

 

2.

も影響が及んでいます。業務によっては停

 

 

以下の資料より作成 
 緊急災害対策本部、原子力災害対策本部 『平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震について』 平成 23年 3月 16日(11:00) 
 **東京電力 『東北地方太平洋沖地震における当社設備への影響について』 平成 23年 3月 15日 

2.7. 電力供給量の不足 

 電力供給量の不足による計画停電の実施により、非被災地に

電中だけでなく、その前後も設備の停止、再稼働などに時間を要するため、長時間停止する恐れがありま

す。計画停電に伴う交通機関の混乱に伴い従業員の通勤にも大きな影響が生じています。 
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3. 企業の状況 

3.1. 被害状況 

 今回の地震により、企業は様々な影響を受けています。直接被害を受けた企業はもとより、取引先が被

害を受け操業停止を余儀なくされる企業、物流が遮断してしまい操業できなくなる企業も多数発生してい

ます。福島第一原子力発電所の被害による安全確保のため、被害確認や復旧活動ができない地域もありま

す。 

 今後、非被災地においても、電力供給量不足による計画停電実施の影響が出てくることが想定されます。 

 

○下表は、2011年 3月 17日午前中までに企業のホームページや新聞各紙の情報をとりまとめたものです。 

区分 所在地 事業概要 会社名 状況 

全国 自動車 Ａ社 当初 16 日までの稼動停止と見込んでいたが、22 日まで車両生産に

関わる稼動を停止を判断。23 日以降未定。 

車両補修のための補給部品については、17 日より、海外生産用部品

について、21 日より一部の生産可能な部品から準備が整い次第、生

産を再開させるが、正常化までには依然として時間を要する見込み。

全国 自動車 Ｂ社 20 日まで生産停止 

被害が大きかった栃木地区の拠点は、14 日から 20 日までの従業員

の出勤を停止とし、事業所の復旧活動を実施している。 

全国 自動車 Ｃ社 福島県の工場を除く各工場については、損壊した建屋・設備の復旧

。 

関東の工場については、20 日まで生産停止 

九州の工場については、在庫部品で対応可能な 17 日・18 日は稼働

予定。その後の操業については現在検討中。 

に一定の見通しが立ったものの、部品の調達に関するサプライヤとの

調整にはしばらくの時間が掛かる見込み

全国 自動車 Ｄ社 取引先の被災状況などを総合的に勘案し、グループ全工場の稼動を

17 日から２０日まで休止。 

栃木県 自動車部品 Ｅ社 事業所全体の受電設備が損傷 

仮設電源・自家発電・生産拠点の変更等の対応を実施予定。 

福島県 電子機器 Ｆ社 福島の製造拠点が、1 ヶ月以上操業停止の可能性 

宮城県 電子機器 Ｇ社 操業再開まで 2、3 ヶ月要する見通し 

宮城県 電子機器 Ｈ社 建物内の一部や設備の一部で損傷あり。 

電気・水道・ガスのライフラインが寸断。再開のめど立たず。 

秋田県 半導体製造 Ｉ社 秋田にある製造拠点は、１６日から操業を再開。 

岩手県 製薬 Ｊ社 一部の建物・設備に被害。停電と余震の危険性から全面的に操業を

停止。操業再開時期は未定。 

岩手県 

茨城県 

製薬 Ｋ社 工場や研究所が被災。医薬品在庫は、３ヶ月以上あり。 

茨城県 化学 Ｌ社 バースの被害、周辺道路の被害の影響から、陸上・海上どちらから

も、入荷できない状態。復旧にかなりの時間がかかる見込み 

茨城県 

福島県 

化学 Ｍ社 一部の製造設備で損傷が認められている。操業再開には時間がかか

る。 

福島県 

 

飲料 Ｎ社 設備が一部損傷。一部の製品で全国への供給が当面停止。 

複数の工場で生産している製品については、他工場で生産を行う手

配を進めている。 

地震による被害 

福島県 製紙業 Ｏ社 工業用水の給水管が損傷。 

16日の操業再開を目指し、復旧作業を 15日までに完了させたが、福

島原発の放射能漏洩に伴い、社員ならびに家族の安全確保のため、

操業再開を中止。 
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茨城県 製鉄業 Ｐ社 主力の製鉄所が地震による火災等により、深刻な被害を受けたため、

資本提携先の企業に支援を要請。 

 

全国 輸送用機器 Ｑ社 福島での原発の問題などにより一部の部品・材料の調達に影響が出

ていることから、直接地震の影響を受けていない他の地域の工場にお

いても、今週については一部生産ラインの稼働を停止。 

群馬県 自動車部品 Ｒ社 15 日に生産再開準備が完了したが、電力供給が少ないため、稼動中

止。 

福島県 自動車部品 Ｓ社 建物および生産設備の一部で被害が発生。 

計画停電の対象外であるが、被災復旧目的による電力の利用の観点

から今週中の操業は停止。 

計画停電による

影響 

全国 電子機器 Ｔ社 東北の数箇所の事業所で 14 日の操業再開を断念。 

ている。 

電力不足への対応として、複数の事業所において自主停電を実施し

4. 教訓や留意点 

4.1. 

 被害状況から考察されることですが、地震発

できないと手遅れになることが改めて認識され

応の習熟が望まれます。 

4.2. 非常時通信手段 

 被災地では周辺の被害状況がまったくわかり

安否確認や被災地の状況確認に苦慮しています の通信手段の重要性が

改めて認識されました。 

4.3. 原子力発電所 

 原子力発電所の被害状況は、事故の発生・進展の状況により刻々と変化しています。国や電力会社が発

信する情報を注意深く収集し、避難指示による 。ま

た、放射性物質に ば 最 に 以下のよ

うな対策が必要です。

・避難の際には、マスクやタオルで口や鼻を うする。 

初動対応 

生直後に安否確認や津波からの避難等の初動対応が適切に

ました。初動対応マニュアルの作成や訓練による適切な対

ません。また、今回の地震は通信障害が思いのほか長引き、

。これらの状況を考えると、非常時

避難・屋内退避等、適切な対応をとることが必要です

よる被 くの影響を 小限 抑えるため、避難指示・屋内退避指示の地域では

 

保護し、帽子をかぶり、できるだけ肌を出さないよ

・外出から戻った場合には シャワーを浴着替えて びる。 

・屋内退避の場合、窓やドアを全て閉め、換 外気を入れないようにする。 気扇を止めるなど、屋内に

・屋外に置いていた食べ 物、飲 は物、作 料水 、安全が確認されるまで摂取しない。 

 上記の地域以外では 体への 濡

れることを避け、屋内に退避することが望まれ 報（チ

ェーンメール等）が交 ますので、正

4.4. 計画停電 

 計画停電では、事前に把握した実施時間にも 動を調整する必要が発生しました。多くの

企業では基幹となる情 は無停

再立上げに時間を要する場合もあり、事業計画

もあります。 

、放射線の身 影響は確認されていませんが、念のために降雨時には、雨に

ます。一方で、混乱に乗じて、不正確な情報や迷惑情

錯し 確な情報の入手と理解が必要となります。 

とづき、企業活

報システムに 電電源装置等が導入されていますが、生産設備等では復電後の

の大幅な見直し、顧客や取引先との調整が必要となる場合
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 計画停電が長期 と セン 等

止する事態も想定されます。

 節電への協力や鉄道の運休に対して、不要不急

これは、既存の新型インフルエンザ対策が活用できるものと思われます。 

5. 情報通信技術の活 ン

化する 、データ ター の自家発電機の燃料確保が困難になり、情報システムが停

 

の業務自粛や臨時の勤務体制などの対策が求められます。

用（リ ク集） 

5.1. 情報通信技術の活用事例 

情報発信においては、情報通信技術の活用事例

○自治体等のホームページでは、地震発生直後から被害状況等が掲載されています。 

が多く見られます。 

 岩手県：http://sv032.office.pref.iwate.jp/~bousai/

 宮城県：http://www.pref.miyagi.jp/index.htm

 福島県：http://www.pref.fukushima.jp/j/index.htm

 茨城県：http://www.pref.ibaraki.jp/

 千葉県：http://www.pref.chiba.lg.jp/kouhou/saigai/h23touhoku.html

 

○大崎市の情報は、姉妹都市である北海道の当別町のホームページに代理掲載されています。

http://www.town.tobetsu.hokkaido.jp/sogo/kouho/machi_wadai/h23_wadai/oosaki_saigai.html

 

○有志の方による、宮城県大崎市の地震情報のサイトが開設されています。http://oosaki.info/

 

○グーグル：① http://www.google.co.jp/intl/ja/crisisresponse/japanquake2011.html

      ② http://goo.gl/ganbare

①今回の地震に関する様々な災害情報を提供しています。特に、消息情報のサービスは、安否を確認した

い人の名前を入力する 否状況が確認でき、逆に消息情報を提供（登録）することもできます。この消と安

息情報は、ＮＨＫの安否情報と共有されています。 

②被災地支援のため避難所名簿の共有サービスを行っています。避難所の名簿を写真にとって携帯電話で

メールするだけでグーグルの写真共有サービス「Picasa」を通じ、画像を「Picasaウェブアルバム」にアッ

プロードでき、誰でもアクセスして確認できます。 

 

 

5.

○仙台，東京，大阪，新潟方面と山形間の公共交通による移動手段について 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/somu/020054/idoshudan.pdf

2. リンク集 

○日本道路交通情報センター：http://www.jartic.or.jp/

○東北地方太平洋沖地震に伴い発生した原子力発電所被害に関する放射能分野の基礎知識 

http://www.nirs.go.jp/information/info.php?i3
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○(社)日本ガス協会 東北地方太平洋沖地震による都市ガス供給の停止状況について 

http://www.gas.or.jp/default.html

○首相官邸 ：http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/jisin/20110311miyagi/index.html

○内閣府  ：http://www.bousai.go.jp/

○国土交通省：http://www.mlit.go.jp/saigai/index.html

○経済産業省：http://www.meti.go.jp/

○厚生労働省：http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014ih5.html

○中小企業庁：http://www.chusho.meti.go.jp/

○東京電力 ：http://www.tepco.co.jp/index-j.html

○東北電力 ：http://www.tohoku-epco.co.jp/

 おわりに

改めて地震国 ました。 

被災した方々は 余儀なくされ、被災地では懸命の復旧活動が続いています。被害を免

れた私たちは く思いました。 

   

であることの危うさを実感させられ

現在も避難所生活を

、被災地の復興に協力していかなければならないと強

 

 
                                                        

ii 震調査研究推進本部，平成 21年 3月 三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価の一部改訂について 
ii 震調査研究推進本部，平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震に関する情報 
iii 
iv 00現在） 
v 北電力，地震発生による停電等の影響について（17日 10時現在報 ） 
vi 京電力，停電情報（2011/03/17 9時現在） 
vii 時現在） 
viii

ix 太平洋沖地震の被害状況及び対応について（第 17報） 
x 北地方太平洋沖地震における企業局の対応状況について 
xi 

地

地

気象庁，「平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」について 
警察庁緊急災害警備本部，平成 23年(2011年)東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察措置（平成 23年 3月 17日 10:
東

東

総務省，平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震に関する被害状況等について（3月 16日 20
 (社)日本ガス協会，第 11報 都市ガス供給の停止状況（平成 23年 3月 16日 20時 00分現在) 
厚生労働省，平成 23年度（2011年）東北地方
宮城県企業局公営事業課・水道経営管理室，東

国土交通省，東北地方太平洋沖地震（第 20報）平成 23年 3月 16日（水）13:00作成 

 執
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NKS NKSJグループのリスクコンサルティング会社です。全社的リスクマネジメント
（ （PL）、労働災害、
医療・介護安全および自動車事故防止などに関するコンサルティング 詳しくは、NKSJリ
ス .nksj-rm.co.jp/）をご覧ください。 
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ERM）、事業継続（BCM・BCP）、火災・爆発、自然災害、CSR・環境、セキュリティ、製造物責任
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クマネジメントのウェブサイト（http://www
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レポートに関するお問い合わせ先  

リスクマネジメント株式会社 
 コンサルティング部
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